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議題 1 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式

の割当てのための報酬支給の件 

議案の要領 

当社の取締役（監査等委員であるものを除く）の報酬限度額は、平成 28 年 6 月 29 日

開催の第 84 回定時株主総会において、年額 300 百万円以内とすることが承認されてい

るが、今般、当社の取締役（監査等委員及び社外取締役である取締役を除く）に対し、

上記報酬枠とは別枠で、新たに年額 300 百万円以内、付与株式数の上限 251,000 株の譲

渡制限付株式付与のための金銭報酬債権を付与することとする。また、当社と各取締

役との間で、株式の割当てを受けた日から 3 年間、当該株式について、譲渡、担保権

の設定その他の処分をしてはならないことを含む譲渡制限付株式割当契約を締結する

ものとする。具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定するが、

株主価値創造の土台となる ROE 水準及び株主が得る総合的なリターンを示す TSR を

含む業績連動型のインセンティブ制度として設計し、各年において支給される報酬総

額に占める株式報酬の比率が 50%以上となるように設計するものとする。 

 

議題 2 剰余金の処分の件 

議案の要領 

剰余金の処分を以下のとおりとする。 

本議案は、本定時株主総会において当社取締役会が剰余金処分の件を提案する場合に

は、同議案とは独立して追加で提案するものである。なお、当社は、次期定時株主総会

（第 94 回定時株主総会）以降も、下記イで定まる１株当たり配当額以上の配当額を維

持することを目標とする。 

ア 配当財産の種類  

金銭 

イ 1 株当たり配当額 

第 93 期末における１株当たり純資産（発行済株式数から自己株式数を控除するほ

か、企業会計基準適用指針第 4 号「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（以下「本指針」という。）に従い算定した数値（ただし、本指針第 35項

の規定にかかわらず、本指針第 34項にいう普通株式に係る期末の純資産額は、貸

借対照表の純資産の部の合計額から非支配株主持分を控除しないものとして計算

する。）をいう。）の金額（小数点以下切り捨て。以下同じ。）に 0.10 を乗じた金

額（以下「DOE10%相当額」という。）から、本定時株主総会において可決された

当社取締役会が提案した当社普通株式 1 株当たりの剰余金配当金額（以下「会社

配当金額」という。）があれば当該金額を控除した金額（会社配当金額がない場合

には、DOE10％相当額） 

ウ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 
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当社普通株式 1 株につき上記イの 1 株当たり配当額（配当総額は、1 株当たり配

当額に 2025 年 3 月 31 日現在の当社発行済み普通株式総数（自己株式を除く。）

を乗じて算出した金額） 

エ 剰余金の配当が効力を生じる日 

本定時株主総会の日 

 

 

提案の理由:  

議題 1 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の

割当てのための報酬支給の件  

当社は現在譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入しており

ません。また、92 期有価証券報告書によると、当社の執行取締役 4 名の株式の持分の

合計は時価で 1.8 億円（2025 年 3 月 31 日の終値を元に試算）、時価総額の 0.4%と極

めて低く、また、深沢社長の持分 1.3 億円に対し、深沢社長を除く執行取締役 3 名の一

人当たり平均持分は 1.7 千万円と、ほぼ所有ゼロに近い水準です。当社の PBR が過去

10 年間 1 倍以下で推移していることからも、経営陣と株主のベクトルが一致している

とは考えられず、経営陣に持続的な企業価値向上を図るインセンティブが必要である

と考えます。尚、取締役のみならず、企業価値向上のために汗をかいた従業員の方々

にも是非その恩恵を受けて頂きたいと考えているため、本議案の承認が得られた場合、

当社の執行役員及び従業員に対しても、同様の株式報酬制度を導入頂きたいと考えま

す。 

   

議題 2  剰余金の処分の件 

当社が 2024 年 11 月に公表した「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた

対応について」では、PBR 分母の純資産（＝自己資本）が株価以上の上昇傾向にある

ことから、株価アップに向けた対策が大きな課題であるとの当社の認識を示されてい

るところ、私どもも同様の課題を認識しております。2023 年 5 月に公表された中期経

営計画の ROE 目標 10%に対し、2024/3 期の ROE 実績は 5.4%であることに加え、2024

年 12 月末時点で投資有価証券を 363 億円（純資産の約 47%）保有していることや、関

連会社の連結子会社化に伴う特別利益の計上によって、過剰に純資産が積み上がって

おります。ROE の改善には、踏み込んだ資本政策による意図的な純資産の圧縮が必要

となることから、純資産配当率（DOE）10%（2024 年 12 月末時点で 1 株当たり配当金

211 円）以上かつ累進配当を株主還元方針として頂きたく存じます。 

 

 

以上 


